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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第10期

中間連結会計期間
第11期

中間連結会計期間
第10期

会計期間
自2023年４月１日
至2023年９月30日

自2024年４月１日
至2024年９月30日

自2023年４月１日
至2024年３月31日

売上高 （百万円） 38,782 135,259 123,934

経常利益 （百万円） 2,223 1,697 5,235

親会社株主に帰属する中間（当期）

純利益
（百万円） 1,467 522 2,854

中間包括利益又は包括利益 （百万円） 2,425 1,556 3,656

純資産額 （百万円） 19,325 29,556 23,125

総資産額 （百万円） 63,224 154,208 137,578

１株当たり中間（当期）純利益 （円） 26.20 8.24 50.89

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益
（円） 26.03 8.21 50.55

自己資本比率 （％） 29.81 17.64 14.22

営業活動によるキャッシュ・

フロー
（百万円） △1,679 8,641 2,287

投資活動によるキャッシュ・

フロー
（百万円） △261 △9,524 △6,364

財務活動によるキャッシュ・

フロー
（百万円） 7,117 △1,443 10,873

現金及び現金同等物の中間期末（期

末）残高
（百万円） 14,727 13,948 16,224

（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．当社は、2024年４月１日付で普通株式１株につき４株の割合で株式分割を行っております。第10期の期首に

当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益を算定しております。

 

 

２【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。なお、当中間連結会計期間において、Autocare Services Pty Ltdの株式を取得し、連結子会社化い

たしました。詳細は、「第４　経理の状況　１　中間連結財務諸表　注記事項（企業結合等関係）」に記載のとおり

であります。また、Autocare Holdings Pty LtdとVehicle Inspection Technology Authority Pty Ltdを新規設立し

連結子会社化いたしました。合弁でAutoSolix Pty Ltdを新規設立し持分法適用関連会社としております。

なお、当中間連結会計期間より報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４　経理の状況　１　中

間連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。なお、当中間連結

会計期間において取得した事業等に係るリスクは、中間連結会計期間以降に発生する新たな事業等のリスクとして

現在精査中であります。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(１）経営成績の状況

当中間連結会計期間の世界経済は、主要国・地域を中心に全体としては堅調を維持し、鈍化の見られるインフレ

も踏まえ政策金利の利下げの動きなどもある一方、政局動向を含む地政学リスクは経済環境に依然、不確実な影響

をもたらしています。

2025年３月期上期のオーストラリアでは、金融引き締め政策は維持されている一方、底堅い雇用環境や前年度の

好調な需要環境の余韻もあり、新車販売台数は前年同期比でほぼ同数となりました。一方、当社グループの事業の

主力市場であるニュージーランドでは、主要国同様、インフレの鈍化を受け政策金利の利下げも行われた一方で、

足元の景気は力強さを欠く状況にあります。ニュージーランドの中古自動車市場では、昨年10月に成立した新政権

による環境規制緩和策により、消費者嗜好と異なる比較的低価格帯の中古自動車輸入が一時的に増加し、主たる出

荷元である日本の中古自動車価格の上昇と相俟って現地ディーラーでは車両仕入を様子見し、現地在庫を削減する

傾向もみられ、結果、上期の輸入数量は前年同期比減少いたしました。なお、10月に入り漸く市場回復の兆しが見

えてきたところです。

上記の市場環境の中、輸出入セグメントの中核事業子会社である㈱日貿における当中間連結会計期間での輸出販

売台数は、安易に低価格帯の中古自動車の価格競争に巻き込まれない営業政策を継続したこともあり、前年同期比

44.2％減の19,715台に留まりました。物流セグメントの中核事業子会社であるDolphin Shipping New Zealand

Limited においては㈱日貿での輸出台数減少等の影響を受け、ニュージーランド向けの輸送台数が18,876台と前年

同期比41.1％減少しました。一方で、当中間連結会計期間に買収したオーストラリアのAutocare Service Pty Ltd

が、物流セグメントの収益増加に貢献しました。サービスセグメントにおいては、前第３四半期連結会計期間末よ

り連結子会社化したAuto Trader Media Group Ltdが同前年同期比増収に貢献し、更なる市場認知度向上のために広

告宣伝を強化する先行投資を行いました。同様に、自動車ローン業務を扱うAuto Finance Direct Limitedでは貸出

し残高増加に伴う金利収入増加がセグメントの増収に貢献した一方で、ニュージーランド経済の弱含みを受けて貸

倒引当金を積み増したことから、セグメント利益では前年同期比減益となりました。検査セグメントにおいては、

ニュージーランド向けの船積前検査数量が24,326台と前年同期比47.5％減となり、他地域向けの検査数量等が増加

したものの、前年同期比で減収・減益となりました。当連結会計年度より新設した小売・卸売セグメントにおいて

は、オーストラリアの新車中古自動車の小売事業子会社で前第３四半期連結会計期間末より連結子会社化した

Autopact Pty Ltdの収益が寄与して前年同期比で大幅増収・増益となりました。

この結果、当中間連結会計期間の経営成績は、売上高1,352億59百万円（前年同期比248.8％増）、営業利益39億

64百万円（同41.8％増）、経常利益16億97百万円（同23.7％減）、親会社株主に帰属する中間純利益５億22百万円

（同64.4％減）となりました。

 

セグメント別の経営成績は、次のとおりであります。

なお、当中間連結会計期間より、報告セグメントの区分を変更しており、以下の前年同中間期比較については、

前年同中間期の数値を変更後のセグメント区分に組み替えた数値で比較分析しております。

（輸出入）

輸出入では、前述のように中核子会社である㈱日貿の販売台数が減少したため、売上高は198億７百万円（前年同

期比29.2％減）、セグメント利益は３億77百万円（同67.3％減）となりました。

（物流）

物流では、前述のように中核子会社であるDolphin Shipping New Zealand Limitedの輸送台数は減少により同社

の売上は減少したものの、当中間連結会計期間に取得したAutocare Service Pty Ltdの収益が貢献した結果、売上

高は141億68百万円（前年同期比96.3％増）、セグメント利益は12億12百万円（同23.4％増）となりました。

（サービス）

サービスでは、前述のように自動車ローン業務を担うAuto Finance Direct Limitedでの金利収入増加及び前第３

四半期連結会計期間末より連結子会社化したAutotrader Media Group Limitedの収益が貢献したものの、貸倒引当

金や広告宣伝費が増加し、売上高は20億25百万円（前年同期比39.1％増）、セグメント利益は１億９百万円（同

63.7％減）となりました。

（検査）
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検査では、前述のようにニュージーランド向けの船積前検査数量は減少し、他地域向け検査数量等は増加したも

のの、売上高は24億22百万円（前年同期比13.6％減）、セグメント損失は１億22百万円（前年同期は２億83百万円

の利益）となりました。

（小売・卸売）

小売・卸売では、ニュージーランドの中古自動車卸売事業子会社であるTrade Cars Limitedの売上は減少しまし

たが、前第３四半期連結会計期間末より連結子会社化したAutopact Pty Ltdの収益が貢献した結果、売上高は997億

22百万円（前年同期比2,199.2％増）、セグメント利益は26億６百万円（同2,607.6％増）となりました。

 

(２）財政状態の状況

（資産）

当中間連結会計期間末における流動資産は、前連結会計年度末に比べ4.3％減少し、867億82百万円となりまし

た。これは主に販売金融債権が５億80百万円、棚卸資産が５億95百万円増加した一方で、現金及び預金が22億81百

万円、売掛金及び契約資産が30億16百万円減少したことによるものです。

当中間連結会計期間末における固定資産は、前連結会計年度末に比べ43.9％増加し、674億26百万円となりまし

た。これは主に有形固定資産が159億10百万円、無形固定資産が45億46百万円増加したことによるものです。

この結果、当中間連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ12.1％増加し、1,542億８百万円と

なりました。

（負債）

当中間連結会計期間末における流動負債は、前連結会計年度末に比べ6.3％減少し、928億23百万円となりまし

た。これは主にリース債務が19億22百万円増加したものの、短期借入金が72億68百万円、１年内返済予定の長期借

入金が15億10百万円減少したことによるものです。

当中間連結会計期間末における固定負債は、前連結会計年度末に比べ107.4％増加し、318億29百万円となりまし

た。これは主にリース債務が127億73百万円、長期借入金が35億13百万円増加したことによるものです。

この結果、当中間連結会計期間末における負債合計は、前連結会計年度末に比べ8.9％増加し、1,246億52百万円

となりました。

（純資産）

当中間連結会計期間末における純資産は、前連結会計年度末に比べ27.8％増加し、295億56百万円となりました。

これは主に配当金の支払及び親会社株主に帰属する中間純利益の計上等により利益剰余金が40百万円減少したもの

の、増資により資本金及び資本剰余金がそれぞれ35億86百万円増加したことによるものです。

 

(３）キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、前連結会計年度末と比

べて22億76百万円減少し、139億48百万円となりました。

当中間連結会計期間におけるキャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間において営業活動の結果増加した資金は86億41百万円(前年同期は16億79百万円の減少)とな

りました。これは主に仕入債務が６億72百万円の減少、その他流動負債が８億80百万円減少等の減少要因はあるも

のの、税金等調整前中間純利益17億５百万円、売上債権が58億30百万円減少したこと等による増加要因によるもの

です。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間において投資活動の結果減少した資金は95億24百万円(前年同期は２億61百万円の減少)とな

りました。これは主に有形固定資産の取得による支出44億５百万円及び連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得

による支出45億89百万円等によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間において財務活動の結果減少した資金は14億43百万円(前年同期は71億17百万円の増加)とな

りました。これは主に株式の発行による収入71億73百万円、長期借入れによる収入42億30百万円等の増加要因が

あったものの、短期借入金の純減額74億31百万円、長期借入金の返済による支出19億41百万円、リース債務の返済

による支出18億44百万円等減少要因によるものです。

 

(４）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更

はありません。

 

(５）研究開発活動

該当事項はありません。

 

 

EDINET提出書類

株式会社オプティマスグループ(E33616)

半期報告書

 4/26



３【経営上の重要な契約等】

シンジケートローン契約

当社は、2024年９月18日開催の取締役会決議に基づき、Autopact Pty Ltdの株式取得のために調達した資金の借

換を目的として、株式会社みずほ銀行をアレンジャーとするシンジケートローン契約を、2024年10月28日付で締結

いたしました。

詳細は、「第４　経理の状況　１　中間連結財務諸表　注記事項（重要な後発事象）」に記載のとおりでありま

す。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 240,000,000

計 240,000,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末
現在発行数（株）
（2024年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2024年11月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 76,802,480 76,802,480
東京証券取引所

スタンダード市場

単元株式数

100株

計 76,802,480 76,802,480 － －

（注）中間会計期間末現在の発行済株式のうち、20,832,780株は、現物出資（金銭債権　2,683百万円）によるも

のであります。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

2024年６月10日（注）１ 10,434,800 75,390,380 3,159 3,638 3,159 4,822

2024年７月10日（注）２ 1,412,100 76,802,480 427 4,065 427 5,249

（注）１.有償一般募集（公募による新株発行）

　　　　 発行価格 １株につき635円

        引受価額 １株につき605.52円

　　　　 資本組入額１株につき302.76円

        払込金総額 6,318百万円

（注）２.有償第三者割当（オーバーアロットメントによる売出しに関連した第三者割当増資）

　　　　 割当価格　１株につき605.52円

　　　　 資本組入額　１株につき302.76円

        割当先　みずほ証券（株）
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（５）【大株主の状況】

   2024年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

山中　信哉 静岡県熱海市 12,327,080 18.06

ロバート・アンドリュー・ヤング ニュージーランド　オークランド市 8,391,960 12.30

マーティン・フレイザー・マッカラック ニュージーランド　オークランド市 8,391,960 12.30

光通信株式会社 東京都豊島区西池袋１丁目４番10号 2,527,600 3.70

松井証券株式会社 東京都千代田区麹町１丁目４番地 1,681,800 2.46

浜本　憲至 大阪府東大阪市 732,000 1.07

株式会社SBI証券 東京都港区六本木１丁目６番１号 632,423 0.92

セントラル短資株式会社 東京都中央区日本橋本石町３丁目３番14号 575,000 0.84

BNYM SA/NV FOR BNYM FOR BNYM GCM

CLIENT ACCTS M ILM FE

(常任代理人株式会社三菱UFJ銀行）

2 KING EDWARD STREET, LONDON EC1A 1HQ

UNITED KINGDOM
555,434 0.81

嶋崎　弘之 東京都大田区 501,000 0.73

計 － 36,316,257 53.19

（注）　発行済株式（自己株式を除く。）の総数に対する所有株式数の割合は、小数点以下第３位を切り捨てて計算し

ております。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2024年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 8,583,700 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 68,184,900 681,849 －

単元未満株式 普通株式 33,880 － －

発行済株式総数  76,802,480 － －

総株主の議決権  － 681,849 －

(注)　「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己保有株式が72株含まれております。

 

②【自己株式等】

    2024年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に対
する所有株式数の割
合（％）

株式会社オプティマス

グループ

東京都港区浜松町

二丁目４番１号
8,583,700 － 8,583,700 11.17

計 － 8,583,700 － 8,583,700 11.17

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について

　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2024年４月１日から2024年９月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による期中レビューを受けております。
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 16,229 13,948

売掛金及び契約資産 21,757 18,740

販売金融債権 11,434 12,015

棚卸資産 ※１ 33,171 ※１ 33,766

短期貸付金 3,446 3,845

その他 4,859 4,746

貸倒引当金 △188 △280

流動資産合計 90,711 86,782

固定資産   

有形固定資産 19,631 35,541

無形固定資産   

のれん 22,433 27,211

その他 3,170 2,939

無形固定資産合計 25,603 30,150

投資その他の資産   

投資有価証券 317 388

その他 1,331 1,361

貸倒引当金 △17 △16

投資その他の資産合計 1,631 1,733

固定資産合計 46,867 67,426

資産合計 137,578 154,208

負債の部   

流動負債   

買掛金 3,068 3,039

短期借入金 82,807 75,538

１年内返済予定の長期借入金 2,522 1,012

リース債務 2,869 4,792

未払法人税等 694 247

賞与引当金 173 240

有給休暇引当金 1,807 2,520

その他 5,162 5,432

流動負債合計 99,105 92,823

固定負債   

長期借入金 3,284 6,797

リース債務 10,634 23,407

退職給付に係る負債 257 275

その他 1,170 1,348

固定負債合計 15,347 31,829

負債合計 114,453 124,652

純資産の部   

株主資本   

資本金 479 4,065

資本剰余金 2,521 5,916

利益剰余金 16,253 16,212

自己株式 △741 △741

株主資本合計 18,512 25,452

その他の包括利益累計額   

為替換算調整勘定 1,046 1,751

その他の包括利益累計額合計 1,046 1,751

非支配株主持分 3,566 2,351

純資産合計 23,125 29,556

負債純資産合計 137,578 154,208
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：百万円）

 
 前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

 当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

売上高 38,782 135,259

売上原価 32,736 113,059

売上総利益 6,045 22,199

販売費及び一般管理費 ※ 3,249 ※ 18,235

営業利益 2,795 3,964

営業外収益   

受取利息 81 202

持分法による投資利益 39 －

その他 39 174

営業外収益合計 160 376

営業外費用   

支払利息 133 2,408

支払手数料 78 40

為替差損 520 137

持分法による投資損失 － 2

その他 0 54

営業外費用合計 733 2,644

経常利益 2,223 1,697

特別利益   

固定資産売却益 3 11

特別利益合計 3 11

特別損失   

固定資産除売却損 0 3

特別損失合計 0 3

税金等調整前中間純利益 2,227 1,705

法人税等 733 916

中間純利益 1,494 788

非支配株主に帰属する中間純利益 26 266

親会社株主に帰属する中間純利益 1,467 522
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【中間連結包括利益計算書】

  （単位：百万円）

 
 前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

 当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

中間純利益 1,494 788

その他の包括利益   

為替換算調整勘定 914 766

持分法適用会社に対する持分相当額 16 0

その他の包括利益合計 931 767

中間包括利益 2,425 1,556

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 2,392 1,228

非支配株主に係る中間包括利益 33 328
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
 前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

 当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 2,227 1,705

減価償却費 288 2,663

のれん償却額 95 1,216

貸倒引当金の増減額（△は減少） △7 94

受取利息及び受取配当金 △81 △202

支払利息 133 2,408

為替差損益（△は益） △33 △34

持分法による投資損益（△は益） △39 2

固定資産除売却損益（△は益） △3 △8

売上債権の増減額（△は増加） △4,264 5,830

販売金融債権の増減額（△は増加） △978 △553

棚卸資産の増減額（△は増加） 390 355

仕入債務の増減額（△は減少） 1 △672

その他の流動資産の増減額（△は増加） △398 777

その他の流動負債の増減額（△は減少） 1,435 △880

その他 △14 237

小計 △1,249 12,939

利息及び配当金の受取額 123 204

利息の支払額 △128 △2,421

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △425 △2,080

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,679 8,641

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の純増減額（△は増加） △4 －

有形固定資産の取得による支出 △50 △4,405

有形固定資産の売却による収入 10 16

無形固定資産の取得による支出 △85 △102

投資有価証券の取得による支出 △28 △66

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出
－ ※２ △4,589

短期貸付金の純増減額（△は増加） － △381

長期貸付けによる支出 － △4

長期貸付金の回収による収入 － 18

その他 △103 △9

投資活動によるキャッシュ・フロー △261 △9,524

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 8,002 △7,431

長期借入れによる収入 700 4,230

長期借入金の返済による支出 △1,084 △1,941

株式の発行による収入 11 7,173

リース債務の返済による支出 △92 △1,844

自己株式の取得による支出 △0 －

配当金の支払額 △419 △563

非支配株主への配当金の支払額 － △700

非支配株主からの払込みによる収入 － 45

非支配株主への払戻による支出 － △411

財務活動によるキャッシュ・フロー 7,117 △1,443

現金及び現金同等物に係る換算差額 △13 50

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 5,163 △2,276

現金及び現金同等物の期首残高 9,512 16,224

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減

額（△は減少）
51 －

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※１ 14,727 ※１ 13,948
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

（連結の範囲の重要な変更）

　当中間連結会計期間において、Autocare Services Pty Ltd の株式を取得し、また、Autocare Holdings Pty

Ltd とVehicle Inspection Technology Authority Pty Ltd を設立したため、連結の範囲に含めております。

（持分法適用の範囲の重要な変更）

　当中間連結会計期間において、合弁でAutoSolix Pty Ltdを設立したため、持分法の範囲に含めております。

 

（会計方針の変更）

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下「2022年

改正会計基準」という。）等を当中間連結会計期間から適用しております。法人税等の計上区分（その他の包

括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20－３項ただし書きに定める経過的な

取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号　2022年10月28日。以下

「2022年改正適用指針」という。）第65－２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いに従っております。な

お、当該会計方針の変更による中間連結財務諸表への影響はありません。

　また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結財務諸

表における取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当中間連結会計期間から適用し

ております。当該会計方針の変更は、遡及適用され、前中間連結会計期間及び前連結会計年度については遡及

適用後の中間連結財務諸表及び連結財務諸表となっております。なお、当該会計方針の変更による前中間連結

会計期間の中間連結財務諸表及び前連結会計年度の連結財務諸表への影響はありません。

 

（中間連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

税金費用については、当中間連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後

の実効税率を合理的に見積り、税引前中間純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（追加情報）

（表示方法の変更）

前連結会計年度において、「流動負債」の「その他」に含めていた「リース債務」は、金額的重要性が増し

たため、当中間連結会計期間より独立掲記することとしております。この表示方法の変更を反映させるため、

前連結会計年度の連結財務諸表の組替を行っております。

この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動負債」の「その他」に表示していた8,031百

万円は、「リース債務」2,869百万円、「その他」5,162百万円として組み替えております。
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（中間連結貸借対照表関係）

※１　棚卸資産の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（2024年３月31日）
当中間連結会計期間
（2024年９月30日）

商品及び製品 33,038百万円 33,621百万円

仕掛品 131 108

原材料及び貯蔵品 1 36

 

 

２　当社及び一部の連結子会社においては、運転資金及び設備資金の効率的な調達を行うため取引銀行と当座

貸越契約及び貸出コミットメント契約を締結しております。これら契約に基づく借入未実行残高は次のとお

りであります。

 
前連結会計年度

（2024年３月31日）

当中間連結会計期間

（2024年９月30日）

当座貸越極度額及び貸出コミットメ

ントの総額
71,476百万円 79,058百万円

借入実行残高 59,740 66,308

差引額 11,736 12,749

 

 

（中間連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前中間連結会計期間
（自 2023年４月１日

　　至 2023年９月30日）

　当中間連結会計期間
（自 2024年４月１日

　　至 2024年９月30日）

従業員給料及び賞与 920百万円 7,264百万円

賞与引当金繰入額 167 95

退職給付費用 26 779

貸倒引当金繰入額 31 136

 

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のと

おりであります。

 
前中間連結会計期間

（自 2023年４月１日
至 2023年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 2024年４月１日
至 2024年９月30日）

現金及び預金勘定 14,732百万円 13,948百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △5 －

現金及び現金同等物 14,727 13,948

 

※２ 株式の取得により新たにAutocareを連結したことに伴う連結開始時の資産および負債の内訳ならびに同社

の取得価額と同社のための支出（純額）との関係は次のとおりであります。

流動資産  3,241百万円

固定資産  13,857 

のれん  6,123 

流動負債  △4,412 

固定負債  △14,198 

同社株式の取得価額  4,611 

同社現金及び現金同等物  △22 

差引  4,589 
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）
１．配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年５月15日

取締役会
普通株式 419 30 2023年３月31日 2023年６月23日 利益剰余金

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となる
もの

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年11月14日

取締役会
普通株式 420 30 2023年９月30日 2023年12月４日 利益剰余金

 

３．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。

 

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）
１．配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年５月15日

取締役会
普通株式 563 40 2024年３月31日 2024年６月25日 利益剰余金

（注）当社は、2024年４月１日付で株式１株につき4株の株式分割を行っておりますが、2024年３月31日を

基準日とする配当につきましては、株式分割前の株式数を基準とした金額を記載しております。

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となる
もの

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年11月14日

取締役会
普通株式 545 8 2024年９月30日 2024年12月2日 利益剰余金

 

３．株主資本の金額の著しい変動

当社は、2024年６月10日付で公募増資の払込を受け、資本金及び資本剰余金がそれぞれ3,159百万円増加しま

した。また2024年７月10日付でオーバーアロットメント方式の第三者割当増資の払込を受け、資本金及び資本剰

余金がそれぞれ427百万円増加しました。結果として、当中間連結会計期間末において資本金が4,065百万円、資

本剰余金が5,916百万円となっております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）

合計
 輸出入 物流 サービス 検査 小売・卸売 計

売上高         

外部顧客への
売上高

24,801 6,061 1,357 2,059 4,333 38,613 168 38,782

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

3,173 1,156 99 744 4 5,177 1,752 6,930

計 27,975 7,217 1,456 2,804 4,337 43,791 1,921 45,712

セグメント利益 1,153 982 302 283 96 2,818 1,126 3,945

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない純粋持株会社である提出会社及び地域を統括する中間持株会

社のOptimus Group New Zealand Limited、Optimus Group Australia Pty Ltdのものであります。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と中間連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）
 

利益 金額

報告セグメント計 2,818

「その他」の区分の利益 1,126

未実現利益の調整額 17

セグメント間取引消去 △ 1,166

中間連結損益計算書の営業利益 2,795

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）

合計
 輸出入 物流 サービス 検査 小売・卸売 計

売上高         

外部顧客への
売上高

18,005 13,480 1,917 1,949 99,714 135,067 192 135,259

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

1,802 688 108 472 7 3,079 1,367 4,447

計 19,807 14,168 2,025 2,422 99,722 138,146 1,560 139,706

セグメント利益 377 1,212 109 △122 2,606 4,183 399 4,583

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない純粋持株会社である提出会社及び地域を統括する中間持株会

社のOptimus Group New Zealand Limited、Optimus Group Australia Pty Ltdのものであります。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と中間連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）
 

利益 金額

報告セグメント計 4,183

「その他」の区分の利益 399

未実現利益の調整額 65

セグメント間取引消去 △ 684

中間連結損益計算書の営業利益 3,964

 

３．報告セグメントの変更等に関する事項

当中間連結会計期間から、当社グループは、セグメント情報における報告セグメントを従来「貿易」、

「物流」、「サービス」、「検査」及び「オーストラリア」の５区分としておりましたが、グループ規模が

拡大したことから、「小売・卸売」セグメントを新設、オーストラリアとして地域一括区分されていた事業

を関連する事業セグメントへと再編成すると共に、「貿易」は「輸出入」として呼称変更し、「輸出入」、

「物流」、「サービス」、「検査」及び「小売・卸売」の５区分に変更しております。

なお、前中間連結会計期間のセグメント情報は、当中間連結会計期間の報告セグメントの区分に基づき作

成したものを開示しております。

 

４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（のれんの金額の重要な変動）

「物流」セグメントにおいて、Autocare Services Pty Ltdの株式取得に伴い、当中間連結会計期間よ

り連結範囲に含めており、のれんの金額が増加しております。

詳細は、注記事項（企業結合等関係）に記載のとおりであります。

 

５．報告セグメントごとの資産に関する情報

（子会社の取得による資産の著しい増加）

　「物流」セグメントにおいて、Autocare Services Pty Ltdを連結子会社としたことにより、前連結会

計年度の末日に比べ、「物流」のセグメント資産が増加しております。
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（企業結合等関係）

（取得による企業結合）

（Autocare Services Pty Ltdの取得）

当社は、2024年２月１日開催の取締役会において、オーストラリアの自動車総合物流会社Autocare

Services Pty Ltd(以下、Autocare社)の株式100％を、当社の100％子会社であるOptimus Group Australia

Pty Ltdが取得する株式取得契約の締結について決議し、2024年５月１日に株式の取得を完了しました。

 

１. 企業結合の概要

(1) 被取得企業の名称及びその事業の内容

名称：Autocare Services Pty Ltd

事業の内容：オーストラリアにおける総合自動車物流事業

(2) 企業結合を行った主な理由

当社は、経営計画において重点戦略国であるオーストラリアにおける「オーストラリアモデルの構築」

を掲げております。

オーストラリアの自動車の供給は、100％輸入に依存する中、その広大な国土において車両輸送は自動

車業界ビジネスにおいて必要不可欠な役割を担っております。Autocare社はオーストラリア最大級の自動

車総合物流企業です。オーストラリアの全ての主要港地域に戦略的な事業拠点を展開しており、大手自動

車メーカーを含む輸入自動車の入港後の輸送や保管を行っております。これらに加え、保管倉庫、清掃、

検疫、通関手続き、納車前の整備・点検・メンテナンスなど、オーストラリア全土の自動車販売顧客への

新車納車までの付帯サービスも幅広く手掛けております。

当社が本株式取得契約通りに Autocare社株式の取得が完了し、連結子会社化することにより、オース

トラリアにおける事業領域の拡大と同市場に適したバリューチェーンの構築を図り、また、オーストラリ

アにおける自動車市場のニーズの深化に応えるべく革新的なソリューションを提供し、長期的な価値の創

造と事業の成長を目指してまいります。

(3) 企業結合日

2024年５月１日

(4) 企業結合の法的形式

株式取得

(5) 企業結合後の企業の名称

変更ありません。

(6) 取得した議決権比率

100％

(7) 取得企業を決定するに至った主な根拠

当社子会社であるOptimus Group Australia Pty Ltdが現金を対価として株式を取得したことによるも

のであります。

 

２．中間連結会計期間に係る中間連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

2024年５月１日から2024年９月30日

 

３．主要な取得関連費用の内容及び金額

アドバイザリーに対する報酬、手数料等　　　　109百万円

 

４．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価　　　　　　　　　　　現金 45百万AUドル

取得原価 45百万AUドル

上記金額には条件付対価（４百万AUドル）も含めております。

 

５．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

(1) 発生したのれんの金額

　　6,123百万円

なお、のれんの金額は、当中間連結会計期間末において取得原価の配分が完了していないため、暫定

的に算定された金額であります。

(2) 発生原因

今後の事業展開により期待される将来の超過収益力であります。

(3) 償却方法及び償却期間

10年間にわたる均等償却
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

 

前中間連結会計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

（単位：百万円）
 

 
報告セグメント

その他

（注）
合計

輸出入 物流 サービス 検査 小売・卸売 計

日本 125 253 － 263 － 642 － 642

ニュージーランド 20,658 4,569 150 1,759 4,272 31,410 － 31,410

オーストラリア 1,673 1,078 364 33 － 3,150 － 3,150

その他 2,344 160 － 3 － 2,507 － 2,507

顧客との契約から生

じる収益
24,801 6,061 515 2,059 4,272 37,711 － 37,711

その他の収益 － － 841 － 60 902 168 1,071

外部顧客への売上高 24,801 6,061 1,357 2,059 4,333 38,613 168 38,782

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない純粋持株会社である提出会社及び地域を統括する中間持

株会社のOptimus Group New Zealand Limited、Optimus Group Australia Pty Ltdのものであります。

 

当中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

（単位：百万円）
 

 
報告セグメント

その他

（注）
合計

輸出入 物流 サービス 検査 小売・卸売 計

日本 219 540 － 269 － 1,029 － 1,029

ニュージーランド 11,173 2,621 329 1,655 3,103 18,883 － 18,883

オーストラリア 739 9,722 486 22 96,308 107,277 － 107,277

その他 5,873 557 － 2 4 6,438 － 6,438

顧客との契約から生

じる収益
18,005 13,442 815 1,949 99,416 133,630 － 133,630

その他の収益 － 37 1,101 － 297 1,436 192 1,629

外部顧客への売上高 18,005 13,480 1,917 1,949 99,714 135,067 192 135,259

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない純粋持株会社である提出会社及び地域を統括する中間持

株会社のOptimus Group New Zealand Limited、Optimus Group Australia Pty Ltdのものであります。

 

(収益の分解に用いる区分の変更)

(セグメント情報等)に記載のとおり、当中間連結会計期間より、セグメント情報を従来の「貿易」、

「物流」、「サービス」、「検査」及び「オーストラリア」の５区分から、「輸出入」、「物流」、

「サービス」、「検査」及び「小売・卸売」の５区分に変更しております。

なお、前中間連結会計期間についても、変更後の区分方法により作成しております。
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（１株当たり情報）

１株当たり中間純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下の

とおりであります。

 
前中間連結会計期間

（自　2023年４月１日
至　2023年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2024年４月１日
至　2024年９月30日）

(1）１株当たり中間純利益 26円20銭 8円24銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益

（百万円）
1,467 522

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

中間純利益（百万円）
1,467 522

普通株式の期中平均株式数（株） 56,012,596 63,455,616

(2）潜在株式調整後１株当たり中間純利益 26円03銭 8円21銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益調整額

（百万円）
－ －

普通株式増加数（株） 348,064 213,988

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり中間純利益の算定に含めなかった

潜在株式で、前連結会計年度末から重要な変

動があったものの概要

－ －

（注）当社は、2024年４月１日付で普通株式１株につき４株の割合で株式分割を行っております。前連結会計年度

の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり中間純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間純利

益を算定しております。

 

 

（重要な後発事象）

（子会社株式の追加取得）

　当社は、当社のオーストラリア子会社を通じて2024年10月29日、当社連結子会社のAutopact Pty Ltdの株式を

追加取得しました。これにより、当社グループはAutopact Pty Ltdの株式99.9％の議決権を所有することになり

ました。

 

１．取引の概要

（1）企業結合の日

2024年10月29日

（2）企業結合の法的形式

非支配株主からの株式取得

（3）結合後企業の名称

変更ありません。

（4）その他取引の概要に関する事項

追加取得した株式の議決権比率は8.3％であり、議決権比率の合計は99.9％となります。

 

２．実施する予定の会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成31年１月16日）及び「企業結合会計基準及び事

業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　令和６年９月13日）に基づき、共通

支配下の取引等のうち、非支配株主との取引として会計処理する予定であります。

 

３．子会社株式を追加取得した場合に掲げる事項

被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価　　　現金　　８百万AUドル
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４．非支配株主との取引に係る当社の持分変動に関する事項

（1）資本剰余金の主な変動要因

非支配株主持分の追加取得

（2）非支配株主との取引によって減少する資本剰余金

現時点では確定しておりません。

 

（シンジケートローン契約）

　当社は、2024年９月18日開催の取締役会決議に基づき、Autopact Pty Ltdの株式取得のために調達した資金の

借換を目的として、株式会社みずほ銀行をアレンジャーとするシンジケートローン契約を、2024年10月28日付で

締結いたしました。

 

　契約締結日　2024年10月28日

　借入実行日　2024年10月31日

　借入金額　　12,000百万円

　借入期間　　７年（期限前弁済可能）

　資金使途　　Autopact株式取得に係るブリッジローンのリファイナンス
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２【その他】

（１）期末配当

2024年５月15日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。

(イ）配当金の総額………………………………………563百万円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………40円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………2024年６月25日

（注）１.2024年３月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。

２.当社は2024年４月１日付で株式１株につき４株の株式分割をおこなっておりますが、2024年３月31日

を基準日とする配当につきましては、株式分割前の株式数を基準とした金額を記載しております。

 

（２）中間配当

2024年11月14日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）配当金の総額………………………………………545百万円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………8円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………2024年12月２日

（注）　 2024年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

2024年11月14日

株式会社オプティマスグループ

取締役会　御中

 

EY新日本有限責任監査法人

東京事務所

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 渡辺　力夫

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 田中　勝也

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社オプ

ティマスグループの2024年４月１日から2025年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2024年４月１日から

2024年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利

益計算書、中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、株式会社オプティマスグループ及び連結子会社の2024年９月30日現在の財政状態並びに同

日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、

監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断し

ている。

 

中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手続

を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度

の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
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・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認めら

れると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認め

られる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。ま

た、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸表の注

記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間連

結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告

書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性

がある。

・中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠していな

いと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成及び

内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められない

かどうかを評価する。

・中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結

論に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項に

ついて報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 

（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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